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１ 新・北海道総合計画の概要「地域づくりの基本方向（第４章）」 （ｐ５７）

２ 「地球環境時代を先導する新たな北海道総合開発計画」及び「新・北海道総合計画」

の推進に向けた連携・協働による地域づくりのイメージ （ｐ５８）

３ 地域重点プロジェクト一覧（開発建設部及び振興局） （ｐ５９）

４ 地域づくり連携会議及び地域づくり連携会議・合同会議設置規約 （ｐ６０）

５ 主な特定分野別計画一覧 （ｐ７４）

６ 用語解説 （ｐ８１）

附 属 資 料
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３つの視点により持続可能で活力ある地域づくりを進めます。

３つの視点による地域づくり

計画推進上のエリア設定

拠点性高い都市を中核とする６つの「連携地域」を設定し、地域の活性化を図り、

暮らしの安全・安心を確保します。

政策展開方針

６つの連携地域ごとに、地域のめざす姿や地域で重点的に取り組む政策などを盛り

込んだ「政策展開方針」を策定し、地域に根ざした政策を展開します。

連携・相互補完を強める 地域の個性や魅力を
最大限に生かす

｢地域のことは地域で決める｣
地域主権型社会をつくる

１ 新・北海道総合計画の概要「地域づくりの基本方向（第４章）」

道北連携地域

●豊富な農林水産資源などを生かした

産業の集積の促進

●風力、木質バイオマス、バイオエタ

ノールなど新しいエネルギー導入の

促進

●サハリン州との経済、文化交流促進

や安全・安心で活力ある離島生活の

確保 など

オホーツク連携地域

●オホーツクの統一イメージの形成

発信による地域ブランドの確立

●知床など特色のある自然を生かし

た環境と調和する観光の展開

など

道央広域連携地域

●本道経済をリードするものづくり

産業や先端技術産業、環境、リサ

イクル産業の展開

●湖や温泉など多様な資源を生かし

た国際観光や体験・滞在型観光の

振興

●アイヌ文化の保存・伝承や炭鉱遺

産の活用などによる地域づくりの

推進 など

道南連携地域

●北海道新幹線の開業を生かした地

域づくり

●食や歴史的遺産・伝統文化などを

活用した観光の振興 など

●食品産業や外食産業との連携などに

よる農水産物の付加価値向上

●バイオエタノールの製造や木質資源

の利活用などバイオマス関連の新産

業創出 など

十勝連携地域

釧路・根室連携地域

●安全・安心で良質な農水産物の供給

と地域ブランドづくり

●北方領土の早期返還に向けた情報発

信・交流の推進 など
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（国）地球環境時代を先導する
（道）新・北海道総合計画新たな北海道総合開発計画

【第４章 第３節 魅力と活力ある北国の 【第４章 地域づくりの基本方向】
地域づくり・まちづくり】 ・持続可能で活力ある地域づくりに向け、都

・地域経済や暮らしにおけるつながりを持つ 市と農山漁村の連携、多様な主体の協働に
６つの広域的な生活圏を単位とし、圏域全 よる「連携と相互補完」による地域づくり
体で暮らしや経済を支えていくことが必要 が必要。
である。 ・６つの計画推進上のエリアを「連携地域」

・地域における行政・民間の多様な主体は、 とし、このエリア内において広域的、多層
地域の将来像の実現に向けて、適切な役割 的な連携・相互補完を強める。
分担の下、ハード・ソフトの両面にわたる ・連携地域ごとに政策展開方針（仮称）を策
多様な連携・協働を推進する。 定し、地域に根ざした政策を展開

多様な主体の連携・協働による魅力と活力ある地域社会の実現

地域づくり検討の場の設置

○振興局ごとに を設置

○連携地域ごとに を設置

地域づくり連携会議

地域づくり連携会議・合同会議

「地域づくりの方向」を検討
毎年度、推進状況を確認

【共通理念】 多様な主体の連携・協働による地域づくり

「地域づくりの方向」を共有

連携・協働による取組の推進

２ 「地球環境時代を先導する新たな北海道総合開発計画」及び「新・北海道

総合計画」の推進に向けた連携・協働による地域づくりのイメージ

【北海道開発局】

地域プロジェクトの策定

【道（振興局）】

政策展開方針の策定

【市町村等】

施策等に活用

【民間等】



＜道北連携地域＞ 
 地域づくり連携会議等における「地域づくりの方向」の検討を踏まえ、開発局においては、「地域プロジェクト」、道においては、「政策展開方針」を策定し、「地域のめざす姿」の実現に向けて、多様な主体

の連携により、次の地域重点プロジェクトを推進します。 
 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大雪山魅力再生プロジェク
ト 

留萌の環境を守り育てる 
プロジェクト 

豊かな自然環境保全プロジ
ェクト 

 
 
 
 
 
 
 

地
域
の
め
ざ
す
姿 

 

地域特性を生かした産業が

展開 

 

多様な魅力あふれる観光地

づくりが進展 

 

環境と調和した、安全・安

心な地域づくりが進展 

 

安全・安心で活力ある離島

生活の確保 

 

地域間を結ぶ交通・情報ネ

ットワーク形成が進展 

 

 

地

域 

重

点

プ

ロ

ジ

ェ

ク

ト 

上川地域 

道北連携地域 

開発建設部 

振興局 

道北の広大な土地と恵まれた資源を生かした産業が展開し、豊かで安心して暮らせる地域 

留萌地域 

振興局 

天塩川「環境・交流」リンケ
ージプロジェクト 

上川、留萌、宗谷地域 

（天塩川周辺地域） 

振興局 

人と自然が共生する地・宗谷 
創造プロジェクト 

宗谷地域 

振興局 

安心して暮らせるまちプロ
ジェクト 

道北連携地域 

振興局 

新エネルギー導入促進プロ
ジェクト 

道北連携地域 

振興局 

るもい発「食・健康物語」プ
ロジェクト 

日本海元気づくりプロジェ
クト 

上川の農産物供給力向上 
プロジェクト 

留萌地域 

上川地域 

開発建設部 

振興局 

留萌地域 

振興局 

留萌・宗谷の農業・水産供給
力向上プロジェクト 

留萌・宗谷地域 

開発建設部 

上川地域が輝く食のブラン
ド力向上プロジェクト 

上川地域 

振興局 

「宗谷の食」ブランド力向上
プロジェクト 

宗谷地域 

振興局 

サハリン交流推進プロジェ
クト 

宗谷地域 

振興局 

日本海元気づくりプロジェ
クト 

サハリン交流推進プロジェ
クト 

道北広域観光活性化プロジ
ェクト 

【再掲】

留萌地域 

道北連携地域 

開発建設部 

振興局 

宗谷地域 

振興局 

道北観光の魅力発見・発信 
プロジェクト 

【再掲】

道北連携地域 

振興局 

るもい発「食・健康物語」プ
ロジェクト 

「宗谷の食」ブランド力 
向上プロジェクト 

留萌・宗谷の農業・水産供給
力向上プロジェクト 

【再掲】

留萌地域 

留萌・宗谷地域 

開発建設部 

振興局 

宗谷地域 

振興局 

【再掲】

道北観光の魅力発見・発信 
プロジェクト 

【再掲】

道北連携地域 

振興局 

広域交通ネットワーク形成 
プロジェクト 

道北連携地域 

開発建設部 

留萌港再生プロジェクト 

留萌地域 

振興局 

【再掲】

３ 地域重点プロジェクト一覧（開発建設部及び振興局） 

安全・安心な地域づくり防災
力向上プロジェクト 

道北連携地域 

開発建設部 

-
5
9
-
 

新エネルギー導入促進プロ
ジェクト 

道北連携地域 

振興局 【再掲】
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上川地域づくり連携会議及び道北地域づくり連携会議・合同会議設置規約

（名称）

第１条 上川総合振興局所管区域に設置する会議の名称は、上川地域づくり連携会議

（以下、「連携会議」という。）とし、道北連携地域に設置する会議の名称は、道北

地域づくり連携会議・合同会議（以下、「合同会議」という。）とする。

（目的）

第２条 連携会議及び合同会議は、北海道が全国に先行して進む人口減少や高齢化等によ

り、地域の活力低下や産業の低迷が懸念されるなど地域を取り巻く環境が厳しさを増す

中、新たな北海道総合開発計画及び新・北海道総合計画がスタートすることに伴い、魅

力と活力ある地域社会の形成に向け、国、道、市町村などの地域の多様な主体が、地域

の将来像を共有し、その実現に向けて、適切な役割分担の下、地域づくりの方向を共有

して多様な連携・協働の取組を推進することを目的とする。

（議題）

第３条 連携会議及び合同会議の議題は次のとおりとする。なお、合同会議にお

いては、連携会議の検討を踏まえた広域的な観点からの検討や全体調整

等を行う。

① 地域の直面する課題に関すること。

② 地域づくりの方向に関すること。

③ 社会資本整備における重点化に関すること。

④ その他、地域づくりのために必要な事項に関すること。

（構成員等）

第４条 連携会議の構成員は、別表１のとおりとし、有識者、民間団体の関係者等

を参画させることができるものとする。

２ 合同会議の構成員は、別表２のとおりとし、連携会議の他の構成員や有識者、民間団

体の関係者等を参画させることができるものとする。

３ 連携会議には、次に掲げるブロック会議を置くことができる。

（１）北部ブロック会議

（２）中部ブロック会議

（３）南部ブロック会議

４ ブロック会議の構成員は、別表３のとおりとし、有識者、民間団体の関係者等を参画

させることができるものとする。

４ 地域づくり連携会議及び地域づくり連携会議・合同会議設置規約
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（事務局）

第５条 連携会議、合同会議及びブロック会議に事務局を置く。

２ 連携会議及びブロック会議の事務局の庶務は、旭川開発建設部及び上川総合振

興局が共同で処理する。

３ 合同会議の事務局は、関係する開発建設部及び総合振興局・振興局の協議により、

担当する開発建設部及び総合振興局・振興局を決定し、共同で庶務を処理する。

（会議の招集）

第６条 会議は、事務局が招集する。

（その他）

第７条 この規約に定めるもののほか、第２条の目的を達成するため必要な事項は、

連携会議に諮り別に定める。なお、複数総合振興局に跨る広域的な連携が必要な

場合等は、関係する連携会議の合同会議に諮るものとする。

附 則 この規約は、平成１３年１２月２５日から施行する。

この規約は、平成１７年 １月１３日から施行する。

この規約は、平成１９年 ２月 ７日から施行する。

この規約は、平成２０年 ６月２３日から施行する。

この規約は、平成２２年 ６月 ７日から施行する。
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別表１
「上川地域づくり連携会議」構成員名簿

区 分 構 成 員 備 考

市町村 旭 川 市 長

士 別 市 長

名 寄 市 長

富 良 野 市 長

鷹 栖 町 長

東 神 楽 町 長

当 麻 町 長

比 布 町 長

愛 別 町 長

上 川 町 長

東 川 町 長

美 瑛 町 長

上 富 良 野 町 長

中 富 良 野 町 長

南 富 良 野 町 長

占 冠 村 長

和 寒 町 長

剣 淵 町 長

下 川 町 長

美 深 町 長

音 威 子 府 村 長

中 川 町 長

幌 加 内 町 長

北海道開発局（開発建設部） 旭川開発建設部長

北海道 上川総合振興局長
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別表２
「道北地域づくり連携会議・合同会議」構成員名簿

区 分 構 成 員 備 考

市町村 旭 川 市 長 上川地方総合開発期成会会長

留 萌 市 長 留萌地域総合開発期成会会長

稚 内 市 長 宗谷地域総合開発期成会会長

北海道開発局（開発建設部） 旭川開発建設部長

留萌開発建設部長

稚内開発建設部長

北海道 上川総合振興局長

留 萌 振 興 局 長

宗谷総合振興局長

別表３
「上川地域づくり連携会議【上川北部ブロック】」構成員名簿

区 分 構 成 員 備 考

市町村 士 別 市 長

名 寄 市 長

和 寒 町 長

剣 淵 町 長

下 川 町 長

美 深 町 長

音 威 子 府 村 長

中 川 町 長

幌 加 内 町 長

北海道開発局（開発建設部） 旭川開発建設部長

北海道 上川総合振興局長
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「上川地域づくり連携会議【上川中部ブロック】」構成員名簿

区 分 構 成 員 備 考

市町村 旭 川 市 長

鷹 栖 町 長

東 神 楽 町 長

当 麻 町 長

比 布 町 長

愛 別 町 長

上 川 町 長

東 川 町 長

美 瑛 町 長

北海道開発局（開発建設部） 旭川開発建設部長

北海道 上川総合振興局長

「上川地域づくり連携会議【上川南部ブロック】」構成員名簿

区 分 構 成 員 備 考

市町村 富 良 野 市 長

上 富 良 野 町 長

中 富 良 野 町 長

南 富 良 野 町 長

占 冠 村 長

北海道開発局（開発建設部） 旭川開発建設部長

北海道 上川総合振興局長
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【有識者、民間団体関係者等】

平成２４年度上川地域づくり連携会議 参加者

職 名 氏 名 備 考

株式会社谷組代表取締役社長 谷 一 之

旭川大学名誉教授 竹 中 英 泰

株式会社富良野タクシー代表取締役 広 瀬 寛 人
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留萌地域づくり連携会議及び道北地域づくり連携会議・合同会議設置規約

（名称）

第１条 留萌振興局所管区域に設置する会議の名称は、留萌地域づくり連携会議（以

下、「連携会議」という。）とし、道北連携地域に設置する会議の名称は、道北地域

づくり連携会議・合同会議（以下、「合同会議」という。）とする。

（目的）

第２条 連携会議及び合同会議は、北海道が全国に先行して進む人口減少や高齢化等によ

り、地域の活力低下や産業の低迷が懸念されるなど地域を取り巻く環境が厳しさを増す

中、地球環境時代を先導する新たな北海道総合開発計画及び新・北海道総合計画がスタ

ートすることに伴い、魅力と活力ある地域社会の形成に向け、国、道、市町村などの地

域の多様な主体が、地域の将来像を共有し、その実現に向けて、適切な役割分担の下、

地域づくりの方向を共有して多様な連携・協働の取組を推進することを目的とする。

（議題）

第３条 連携会議及び合同会議の議題は次のとおりとする。なお、合同会議にお

いては、連携会議の検討を踏まえた広域的な観点からの検討や全体調整

等を行う。

① 地域の直面する課題に関すること。

② 地域づくりの方向に関すること。

③ 社会資本整備における重点化に関すること。

④ その他、地域づくりのために必要な事項に関すること。

（構成員等）

第４条 連携会議の構成員は、別表１のとおりとし、有識者、民間団体の関係者等

の参画を求めることができる。

２ 合同会議の構成員は、別表２のとおりとし、連携会議の他の構成員や有識者、民間団

体の関係者等の参画を求めることができる。

（幹事会）

第５条 連携会議に幹事会を置く。

２ 幹事会は、連携会議の議題に関し、必要な検討を行い、連携会議を補佐する。

３ 幹事会の構成員は、別表３のとおりとし、各々の関係課長等の参画を求めることがで

きる。

（事務局）

第６条 連携会議及び合同会議に事務局を置く。

２ 連携会議の事務局の庶務は、留萌開発建設部及び留萌振興局が共同で処理する。
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３ 合同会議の事務局は、関係する開発建設部及び総合振興局・振興局の協議により、

担当する開発建設部及び総合振興局・振興局を決定し、共同で庶務を処理する。

（会議の招集）

第７条 会議は、事務局が招集する。

（その他）

第８条 この規約に定めるもののほか、第２条の目的を達成するため必要な事項は、

連携会議に諮り別に定める。なお、複数総合振興局・振興局に跨る広域的な連携

が必要な場合等は、関係する連携会議の合同会議に諮るものとする。

附 則 この規約は、平成１３年１２月２１日から施行する。

附 則 この規約は、平成１６年 ７月１２日から施行する。

附 則 この規約は、平成１７年１２月 １日から施行する。

附 則 この規約は、平成２０年 ７月１６日から施行する。

附 則 この規約は、平成２２年 ４月 １日から施行する。

附 則 この規約は、平成２３年 ４月 １日から施行する。

附 則 この規約は、平成２４年 ４月 １日から施行する。

別表１
「留萌地域づくり連携会議」構成員名簿

区 分 構 成 員 備 考

市町村 留 萌 市 長

増 毛 町 長

小 平 町 長

苫 前 町 長

羽 幌 町 長

初 山 別 村 長

遠 別 町 長

天 塩 町 長

北海道開発局（開発建設部） 留萌開発建設部長

北海道 留 萌 振 興 局 長
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別表２
「道北地域づくり連携会議・合同会議」構成員名簿

区 分 構 成 員 備 考

市町村 旭 川 市 長 上川地方総合開発期成会会長

留 萌 市 長 留萌地域総合開発期成会会長

稚 内 市 長 宗谷地域総合開発期成会会長

北海道開発局（開発建設部） 旭川開発建設部長

留萌開発建設部長

稚内開発建設部長

北海道 上川総合振興局長

留 萌 振 興 局 長

宗谷総合振興局長

別表３
「留萌地域づくり連携会議幹事会」構成員名簿

区 分 構 成 員 備 考

市町村 留 萌 市 政 策 調 整 課 長

増 毛 町 総 務 課 長

小 平 町 企 画 振 興 課 長

苫 前 町 企 画 振 興 課 長

羽 幌 町 総 務 課 長

初 山 別 村 総 務 課 長

遠 別 町 総 務 課 長

天 塩 町 企 画 商 工 課 長

北海道開発局（開発建設部） 留萌開発建設部 地 域 振 興 対 策 室 長

北海道 留 萌 振 興 局 地域政策部地域政策課長
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【有識者、民間団体関係者等】

平成２４年度留萌地域づくり連携会議 参加者

職 名 氏 名 備 考

留萌商工会議所会頭 原 田 丈 三

留萌観光連盟会長 林 眞 二

留萌管内漁業協同組合長会会長 今 隆

留萌地区農業協同組合長会会長 佐 藤 博 幸

留萌管内商工会連合会会長 有 澤 護
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宗谷地域づくり連携会議及び道北地域づくり連携会議・合同会議設置規約

（名称）

第１条 宗谷総合振興局所管区域に設置する会議の名称は、宗谷地域づくり連携会議

（以下、「連携会議」という。）とし、道北の連携地域に設置する会議の名称は、道

北地域づくり連携会議・合同会議（以下、「合同会議」という。）とする。

（目的）

第２条 連携会議及び合同会議は、北海道が全国に先行して進む人口減少や高齢化等によ

り、地域の活力低下や産業の低迷が懸念されるなど地域を取り巻く環境が厳しさを増す

中、新たな北海道総合開発計画及び新・北海道総合計画がスタートすることに伴い、魅

力と活力ある地域社会の形成に向け、国、道、市町村などの地域の多様な主体が、地域

の将来像を共有し、その実現に向けて、適切な役割分担の下、地域づくりの方向を共有

して多様な連携・協働の取組を推進することを目的とする。

（議題）

第３条 連携会議及び合同会議の議題は次のとおりとする。なお、合同会議にお

いては、連携会議の検討を踏まえた広域的な観点からの検討や全体調整

等を行う。

① 地域の直面する課題に関すること。

② 地域づくりの方向に関すること。

③ 社会資本整備における重点化に関すること。

④ その他、地域づくりのために必要な事項に関すること。

（構成員等）

第４条 連携会議の構成員は、別表１のとおりとし、有識者、民間団体の関係者等

を参画させることができるものとする。

２ 合同会議の構成員は、別表２のとおりとし、連携会議の他の構成員や有識者、民間団

体の関係者等を参画させることができるものとする。

（幹事会）

第５条 連携会議に幹事会を置く。

２ 幹事会は、連携会議の議題に関し、必要な検討を行い、連携会議を補佐する。

３ 幹事会の構成員は、別表３のとおりとする。

（事務局）

第６条 連携会議及び合同会議に事務局を置く。

２ 連携会議の事務局の庶務は、稚内開発建設部及び宗谷総合振興局が共同で処理

する。
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３ 合同会議の事務局は、関係する開発建設部及び総合振興局・振興局（以下、「総合

振興局等」という。）の協議により、担当する開発建設部及び総合振興局等を決定し、

共同で庶務を処理する。

（会議の招集）

第７条 会議は、事務局が招集する。

（その他）

第８条 この規約に定めるもののほか、第２条の目的を達成するため必要な事項は、

連携会議に諮り別に定める。なお、複数の総合振興局等に跨る広域的な連携が必

要な場合等は、関係する連携会議の合同会議に諮るものとする。

附 則 この規約は、平成１４年 ２月 ４日から施行する。

この規約は、平成１７年 ３月 １日から施行する。

この規約は、平成１９年 ２月１６日から施行する。

この規約は、平成２０年 ７月１４日から施行する。

この規約は、平成２２年 ４月 １日から施行する。

この規約は、平成２５年 １月２５日から施行する。

別表１
「宗谷地域づくり連携会議」構成員名簿

区 分 構 成 員 備 考

市町村 稚 内 市 長

猿 払 村 長

浜 頓 別 町 長

中 頓 別 町 長

枝 幸 町 長

豊 富 町 長

礼 文 町 長

利 尻 町 長

利 尻 富 士 町 長

幌 延 町 長

北海道開発局（開発建設部） 稚内開発建設部長

北海道 宗谷総合振興局長
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別表２
「道北地域づくり連携会議・合同会議」構成員名簿

区 分 構 成 員 備 考

市町村 旭 川 市 長 上川地方総合開発期成会会長

留 萌 市 長 留萌地域総合開発期成会会長

稚 内 市 長 宗谷地域総合開発期成会会長

北海道開発局（開発建設部） 旭川開発建設部長

留萌開発建設部長

稚内開発建設部長

北海道 上川総合振興局長

留 萌 振 興 局 長

宗谷総合振興局長

別表３
「宗谷地域づくり連携会議幹事会」構成員名簿

区 分 構 成 員 備 考

市町村 稚 内 市 財 政 経 営 課 長

猿 払 村 財 政 企 画 課 主 幹

浜 頓 別 町 総 務 課 長

中 頓 別 町 まちづくり推進課長

枝 幸 町 企 画 財 政 課 参 事

豊 富 町 総 務 課 長

礼 文 町 総 務 課 長

利 尻 町 総 務 課 長

利 尻 富 士 町 総 務 課 長

幌 延 町 総 務 課 長

北海道開発局（開発建設部） 稚内開発建設部 地 域 振 興 対 策 室 長

北海道 宗谷総合振興局 地域政策部地域政策課長
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【有識者、民間団体関係者等】

平成２４年度宗谷地域づくり連携会議 参加者

職 名 氏 名 備 考

稚内商工会議所会頭 中 田 伸 也

宗谷管内漁業協同組合長会事務局長 菊 池 元 宏

稚内観光協会会長 岩 間 幹 生

稚内建設協会会長 藤 田 幸 洋

稚内北星学園大学学長 佐々木 政 憲



平成２５年２月末現在

＜政策の柱＞

北海道国際化推進指針

新・北海道知的財産戦略推進方策

H23～27
（５年）

　北海道らしさを活かした国際化の基本方針や重点化の視点を示し、道の
各分野にわたる国際化関連施策を重点的、機動的に展開するために策定

H23～29
（７年）

　道における知的創造サイクルを確立し、新技術・新産業の創出を図るた
め、道の知的財産に関する施策の展開方向を示したもの

５　主な特定分野別計画一覧

民間需要に支えられた力強い経済の構築

厚みのある地域経済の形成

北海道産業のグローバルな展開

総合政策部

１　強みと可能性を生かした力強い経済・産業

連携地域別政策展開方針は、新・北海道総合計画の推進の手立ての一つとして、地域の特性や特色に応じて、地域

に根ざした政策を展開するため、連携地域ごとに市町村や民間の方々などの参画を得て、振興局が主体的に策定する

ものであり、産業、保健・医療・福祉、環境、教育などの分野ごとの政策を推進する特定分野別計画と相まって、地域に

根ざした政策を展開します。

※ 「政策の柱」は、新・北海道総合計画第３章「政策展開の基本方向」における

区分（ただし、「６ その他」は除く）

※ 計画名の欄内の年度の表示は、策定又は改定予定時期（「※H24年度中」→

平成24年度中に策定又は改定を予定している計画）

産消協働推進方策

ほっかいどう産業振興ビジョン

北海道ものづくり産業振興指針

北海道サービス産業振興方針

北海道小売商業振興方策

北海道卸売市場整備計画（第９次）

海外との経済交流推進方策
※H24年度中

北海道バイオ産業振興方針

北海道観光のくにづくり行動計画
※H25年度中

北海道外客来訪促進計画
※H25年度中

H25～29
（５年）

　観光にかかわるすべての者が連携・協働し、知恵を出し合いながら、観光
振興に関する施策を総合的、計画的に推進するための基本的な計画

H25～29
（５年）

　「外客旅行容易化法」、「北海道観光のくにづくり条例」、「同行動計画」の
趣旨等を踏まえて、国際観光を総合的、計画的に推進するための計画

H23～27
（５年）

　国の卸売市場整備基本方針に即し、道の社会経済情勢の変化に対応した
卸売市場の計画的な整備、市場取引の改善・合理化等を推進することを目
的として策定

H25～29
（５年）

　国内外の経済環境の変化に的確に対応し、本道経済の一層の国際化を
図るための推進方策を策定

－
　本道におけるバイオ産業の一層の振興を図るため、バイオ産業の振興に
取り組む基本的な方向や当面の取り組み方針を取りまとめ策定

H23～26
（４年）

　本道経済活性化のための産業振興施策の推進に当たって新たな道すじを
示すものとして、重点的かつ集中的に取り組むべき方向性と施策を示すた
め策定

　地域を含む全道の経済や雇用を支えるサービス産業の持続的な発展を図
るため、今後５年程度を見据え、サービス産業のめざす姿や振興方向を明ら
かにした方針

－
　中長期的な観点から、本道の小売商業の振興を図るため、基本的な考え
方を取りまとめたもの

H18～29
（概ね10年）

　ものづくり産業の振興・発展を図るため、中長期的視点に立って、本道もの
づくり産業の目指す姿や振興方策を明らかにした指針

H20～
（概ね５年）

H17～26
（10年）

　　「産消協働道民宣言」に基づく道民運動を展開していくため、道として総
合的・計画的に推進していくことを目的として策定

経済部

連携地域別政策展開方針は、新・北海道総合計画の推進の手立ての一つとして、地域の特性や特色に応じて、地域

に根ざした政策を展開するため、連携地域ごとに市町村や民間の方々などの参画を得て、振興局が主体的に策定する

ものであり、産業、保健・医療・福祉、環境、教育などの分野ごとの政策を推進する特定分野別計画と相まって、地域に

根ざした政策を展開します。

※ 「政策の柱」は、新・北海道総合計画第３章「政策展開の基本方向」における

区分（ただし、「６ その他」は除く）

※ 計画名の欄内の年度の表示は、策定又は改定予定時期（「※H24年度中」→

平成24年度中に策定又は改定を予定している計画）
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北海道農業・農村ビジョン21

第４期北海道農業・農村振興推進計画

北海道食の安全・安心基本計画
（第２次）

北海道水産業・漁村振興推進計画
（第３期）
※H24年度中

北海道森林づくり基本計画
※H24年度中

北海道建設産業支援プラン2013（仮称）
※H24年度中

北海道住生活基本計画

＜政策の柱＞

水産林務部

建設部

H21～25
（５年）

　食の安全・安心に関する施策を総合的に推進するために、北海道食の安
全・安心条例の条項に沿った中期的な施策の目標や内容を明らかにした計
画

H25～29
（５年）

　北海道水産業・漁村振興条例の目的を実現するために、水産業・漁村の
振興に関する中長期的な施策の基本的な事項及び漁業生産の目標を示す
計画

経済部

H25～34
（10年）

　北海道森林づくり条例の目的を実現するために、森林づくりに関する長期
的な目標及び施策の基本的事項を示す計画

H25～29
（５年）

　建設産業が様々な変化に柔軟に対応し持続･発展を遂げ、地域の経済･雇
用を支えるとともに、地域の安全･安心を担い、地域と連携して活力ある地域
づくりに大きな役割を果たしていけるよう、建設産業の進むべき方向性と道と
しての支援施策を示すもの

H23～32
（10年）

　「住生活基本法」に基づく都道府県計画、北海道における住宅政策の基本
として策定した、住まい手・住宅関連事業者・行政の住まいづくりのガイドラ
インとなる計画

H16～25
（10年）

　道農業・農村の持続的な発展に向け、「食」、「環境」、「人」、「地域」という、
これまでとは違った視点に立って、北海道の農業・農村の将来像とその実現
に向けた取組の基本方向を明らかにした道内農業関係者共通の指針として
策定

農政部

H23～27
（５年）

　道の農業・農村を取り巻く情勢の変化や課題に的確に対応し、農業・農村
の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、「北海道農業・
農村振興条例」に基づき策定

将来に希望を持って働ける環境整備

北海道雇用創出基本計画

＜政策の柱＞

新・北海道保健医療福祉計画

第二期北の大地☆子ども未来づくり北
海道計画

北海道医療計画

北海道健康増進計画～すこやか北海道
21～
※H24年度中

保健福祉部
　保健・福祉・医療を取り巻く社会情勢が大きく変改している中、道民に確か
な「安心」を提供するため、道がリーダーシップを発揮し、主導的かつ計画的
に保健・医療・福祉に関する取組を推進していくこととし、道民や民間団体な
ど多様な主体の参加を得ながら、進むべき方向を明確にするための計画

　安心して子どもを生み育てることができ、子どもが健やかに成長できる環
境や若者の自立をしっかりと支えることができる環境を整備し、子どもの未
来に夢や希望が持てる活力ある北海道をめざして、社会全体で少子化対策
を総合的、計画的に推進するための計画

　道民の医療に対する安心、信頼を確保するため、医療計画を通じて、住
民・患者の視点に立って、良質かつ適切な医療を効率的・継続的に提供する
体制を確保するための計画

　「健康寿命の延伸」をめざし、がん、循環器疾患、糖尿病、COPD（慢性閉
塞性肺疾患）、こころの健康、次世代の健康、高齢者の健康、健康づくりを支
える社会環境の整備、栄養・食生活、身体活動・運動、休養、喫煙、飲酒、
歯・口腔の14領域における生活習慣の改善や、健診等での早期発見・早期
治療による生活習慣病の予防に取り組み、道民の健康づくりを推進するた
めの計画

H25～34
（10年）

H24～27
（４年）

　雇用創出に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために策定

経済部

人口減少・高齢化に対応した社会の構築

安心な暮らしを支える医療と保健・福祉の推進

２　安心で心豊かな北海道ライフスタイル

H20～29
（概ね10年）

H22～26
（５年）

H20～29
（概ね10年）
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北海道高齢者保健福祉計画・介護保険
事業支援計画（第５期）

第２期北海道障がい者基本計画
※H24年度中

第３期北海道障がい福祉計画

北海道景観形成ビジョン

北海道景観計画

北海道公共事業景観形成指針

北海道都市計画マスタープラン

北海道住生活基本計画（再掲）

＜政策の柱＞

　景観法の規定に基づき、景観計画区域内における良好な景観を形成する
ために必要な事項を定めた計画

建設部

　優れた自然、歴史及び文化等の地域の特性を生かし、かつ、時の経過とと
もに歴史的な価値を増す施設の整備を図るため、道が実施する公共施設の
建設その他の公共事業における景観づくりのための基本的な考え方や方向
性を定めた指針

　道の都市の現状と都市計画の抱える課題を踏まえ、今後の都市の将来像
や都市計画のあり方等について目指すべき方向性を示し「都市計画区域の
整備、開発及び保全の方針」を定めていく際の道筋を示すもの

総務部

H23～32
（10年）

　高齢者の状態や希望に応じて適切なサービスを総合的かつ効率的に提供
するとともに、できるだけ住み慣れた地域や家庭で継続した生活が送れるよ
う、市町村等と連携して必要なサービスを確保するための方策等を示す高
齢者施策全般にわたる総合的な計画

　「希望するすべての障がい者が安心して地域で暮らせる社会づくり」を基本
的な目標とし、障がい者施策の基本的な方向と主要施策を示す、障害者基
本法に基づく都道府県障害者計画（基本計画）

　希望するすべての障がい者が安心して地域で暮らせる社会の実現に向
け、地域生活への移行や就労支援の強化など、障がいのある人を主役とし
た支援体制や仕組みづくりを推進するための計画

  北海道景観条例に基づき、良好な景観の形成に関する施策を総合的かつ
計画的に推進するための構想

　「住生活基本法」に基づく都道府県計画、北海道における住宅政策の基本
として策定した、住まい手・住宅関連事業者・行政の住まいづくりのガイドラ
インとなる計画

H24～26
（３年）

H25～34
（10年）

H24～26
（３年）

H20～29
（10年）

－

－

－

安全・安心な生活の確保

北海道地域防災計画

北海道国民保護計画

北海道犯罪のない安全で安心な地域づ
くり推進方策

第二次北海道犯罪被害者等支援基本
計画

第９次北海道交通安全計画

北海道消費生活基本計画

新・北海道保健医療福祉計画（再掲）

北海道食の安全・安心基本計画（第２
次）　（再掲）

北海道耐震改修促進計画

　食の安全・安心に関する施策を総合的に推進するために、北海道食の安
全・安心条例の条項に沿った中期的な施策の目標や内容を明らかにした計
画

　建築物の耐震改修の促進に関する法律の規定に基づく、道の区域内の建
築物の耐震診断及び耐震改修の促進を図るための計画

－

H23～27
（５年）

H23～27
（５年）

H22～25
（４年）

H20～29
(概ね10年)

H21～25
（５年）

－

－

　予防、応急及び復旧等の災害対策を実施するにあたり防災関係各機関
が、道民の生命、身体及び財産を自然災害や事故災害から保護するため、
災害対策基本法の規定に基づき作成した計画

　武力攻撃事態等又は緊急対処事態において、国民保護措置又は緊急対
処保護措置を的確かつ迅速に実施するため、国民保護法に基づき定めた計
画

H18～27
(10年)

保健福祉部

　犯罪のない安全で安心な地域社会の実現に向けて、北海道犯罪のない安
全で安心な地域づくり条例に基づき、道や市町村、道民等が取り組む防犯
活動の手段や方法を体系的に整理し、重点的な取組を計画的、総合的に推
進するため策定

　犯罪被害者等基本法及び国の犯罪被害者等基本計画を踏まえ、道として
５つの重点課題を設定し、１０７の具体的施策により、犯罪被害者等の権利
利益の保護と適切な支援を推進するため策定

環境生活部

農政部

　人命尊重の理念の下に、交通事故のない社会を目指して、交通安全対策
全般にわたる総合的かつ長期的な諸施策を積極的に推進するための大綱
を定めた計画

　道民の消費生活に関する施策についての基本的な方針や、道民の消費生
活に関し、道が総合的かつ計画的に講ずべき施策、その他必要な事項を定
めた計画

　保健・福祉・医療を取り巻く社会情勢が大きく変改している中、道民に確か
な「安心」を提供するため、道がリーダーシップを発揮し、主導的かつ計画的
に保健・医療・福祉に関する取組を推進していくこととし、道民や民間団体な
ど多様な主体の参加を得ながら、進むべき方向を明確にするための計画

建設部
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＜政策の柱＞

第７期北方領土隣接地域の振興及び住
民の生活の安定に関する計画
※H25年度中

北海道国際化推進指針（再掲）

北海道人権施策推進基本方針

第２次北海道男女平等参画基本計画

第２次北海道配偶者暴力防止及び被害
者保護・支援に関する基本計画

アイヌ文化の振興等を図るための施策
に関する基本計画

アイヌの人たちの生活向上に関する推
進方策（第２次）

H20～29
（概ね10年）

　北海道男女平等参画推進条例の基本理念にのっとり、男女平等参画の推
進に関する施策を総合的、かつ、計画的に推進するために必要な事項を明
らかにした計画

総務部

総合政策部

環境生活部

　今後の道におけるアイヌ文化の振興と理解の促進のための基本的方向と
必要な施策を示した計画

　アイヌの人たちの自立を促進する関連施策の総合的・効果的な推進を図る
ため、今後の基本的方向と推進施策を示したもの

　道政のあらゆる分野で人権に配慮した施策の積極的な推進に努め、真に
人権が尊重される北海道づくり取り組むための指針

　配偶者からの暴力被害者に対する施策を総合的かつ計画的に推進するた
めに策定

－

H21～25
（５年）

－

H21～27
（７年）

多様なライフスタイルの選択を可能にする社会の構築

　「北方領土問題等の解決の促進のためめの特別措置に関する法律」に基
づいて作成したものであり、北方領土隣接地域を安定した地域社会として形
成するのに資するために必要な施策の大綱を示した計画

　北海道らしさを活かした国際化の基本方針や重点化の視点を示し、道の
各分野にわたる国際化関連施策を重点的、機動的に展開するために策定し
た指針

H20～H24

H23～27
（５年）

北海道文化振興指針

北海道スポーツ推進計画（仮称）
※H24年度中

北海道グリーン・ツーリズム推進指針

北海道アウトドア活動振興推進計画
※H25年度中

北海道教育推進計画

第２次北海道生涯学習推進基本構想

　教育の基本的な理念や目標を実現するための個別・具体的な教育施策や
取組を体系的に整理し、２０年度以降における北海道がめざす教育の全体
像を示す計画

H17～26
（概ね10年）

　２１世紀における北海道らしい生涯学習社会の進展に向けた基本的な考
え方を示すもので、今後の具体的な施策や事業の展開にあたっての基本的
理念となるもの

経済部

教育庁

　豊かな北海道を将来の世代に引き継ぐとともに、アウトドア活動の持ってい
る可能性を最大限に生かした地域づくりを進めるため、アウトドア活動の振
興の基本的な方向を示す計画

H25～29
（５年）

－

H25～29
（５年）

　文化振興に対する道の姿勢や役割を明らかにするとともに、道の文化行政
の基本となる事項を定めた北海道文化振興条例に基づき、道が行う文化振
興施策の基本的な方向を明らかにした指針

　グリーン・ツーリズムの意義や取組みに当たっての基本的な方向などを明
らかにするとともに、農業者や地域住民の主体的な活動を基本としながら、
関係団体、市町村、道などがそれぞれの役割を認識し、地域が一体となっ
て、北海道の自然が育んだ農業・農村の特性を十分生かしたグリーン・ツー
リズムに持続的に取り組んでいくことを目的として策定

　スポーツ王国北海道の実現のため、道、市町村、民間・団体が連携し、総
合的にスポーツ振興を推進するための方向を示す計画

H20～29
（概ね10年）

－
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＜政策の柱＞

北海道環境基本計画（第２次計画）

北海道環境行動計画（どうみん グリー
ン アクション）

北海道環境教育基本方針

北海道地球温暖化対策推進計画

北海道循環型社会形成推進基本計画

北海道生物多様性保全計画

北海道湿原保全マスタープラン

　北海道環境基本計画の目標の一つである「自然共生社会の実現」に係る
計画に位置づけられ、道における自然環境に関わる取組全般を「生物多様
性の保全と持続可能な利用」という観点でまとめ直し、課題に的確に対応し
ていく道筋として策定

　　「北海道自然環境保全指針」の趣旨を踏まえ、人間生活や産業活動との
調整を図りつつ湿原を適切に保全するため、広く道民の理解と協力を得なが
ら、湿原の保護と利用に関する施策が総合的、計画的に推進されるよう、湿
原の保全について道の基本的な考え方を示すもの

　環境基本条例第10条に基づき、環境の保全及び創造に関する長期的目
標や施策の基本的方向などを示す計画

　北海道環境宣言の付属資料「道民・事業者のための環境行動の手引き」を
踏まえ、総合的な取組指針となる「北海道環境行動計画」を策定

　環境の保全のための意欲の増進及び環境教育の推進に関する法律第８
条に基づく方針として、また、北海道環境基本計画の個別計画として位置付
け、「環境教育の推進」と「環境保全の意欲の増進」を図るための方針

　北海道環境基本計画の個別計画として位置付け、道民・事業者・行政が連
携・協働して温暖化対策を推進することにより、わが国が国際社会に約束し
た温室効果ガス削減目標の達成に地域から貢献するため策定

－

　北海道環境基本計画の目標の一つである「循環型社会の実現」に係る計
画として位置付けられ、３Ｒ・バイオマス利活用の推進、リサイクル関連産業
を中心とした循環型社会ビジネスの振興などによる北海道らしい循環型社
会の形成に向け、長期的展望に立ち策定

H20～29
（概ね10年）

H21～25
（概ね５年）

－

H22～32
（11年）

H22～31
（概ね10年）

H22～31
（概ね10年）

環境生活部

３　人と自然がともに生きる環境のフロントランナー

人と自然の共生を基本とした環境の保全と創造

環境への負担が少ない持続可能な社会の構築

第１１次北海道鳥獣保護事業計画

北海道野生動物保護管理指針

北海道動物愛護管理推進計画

エゾシカ保護管理計画（第４期）

北海道森林づくり基本計画（再掲）
※H24年度中

次世代北方型居住空間モデル構想
※H24年度中

　　　　※「環境への負担が少ない持続可能な社会の構築」にのみ該当

原の保全について道の基本的な考え方を示すもの

　鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第４条第１項の規定に基づ
き、将来にわたって本道の生物多様性が損なわれることのないよう、鳥獣の
生息状況・生息環境等の把握、鳥獣保護区等の指定、適正な狩猟の管理、
希少鳥獣の保護、外来鳥獣の排除等、鳥獣保護事業の総合的・計画的な実
施を推進する計画

　人間と野生動物との共生及び生物多様性の保全を目指し、野生生物を適
正に保護管理するための基本的な考え方を示す指針

　動物愛護管理法第６条及び北海道動物の愛護及び管理に関する条例第３
条第１項に基づき、動物の愛護及び管理に関する行政の基本的な方向性
と、中長期的な目標の明確化、目標達成のための手段及び実施主体の設
定等を行うことにより、施策を計画的かつ統一的に遂行することを目的に定
めた計画

　北海道森林づくり条例の目的を実現するために、森林づくりに関する長期
的な目標及び施策の基本的事項を示す計画

　第11次北海道鳥獣保護事業計画の下で、新たな捕獲のしくみと資源として
の捕獲個体の有効活用を併せて推進し、個体数の削減に必要な捕獲数を
確保することで、エゾシカと人間の共生及び本道の豊かな生物多様性の保
全を図ることを目的に策定する鳥獣保護法に基づく「特定鳥獣保護管理計
画」

H24～28
（５年）

－

H20～29
（10年）

H25～34
（10年）

H24～28
（５年）

－

　将来の持続可能な地域の構築に向けて、地域が有する固有の資源を有効
活用することにより、資源を「循環」させ、生活基盤の整備や地域課題の解
決方策と連携した取組を進めることで、「コミュニティ・生活」、「産業・雇用」、
「都市基盤・環境」の改善にもつながるような「波及効果」を生み出し、さらに
はその効果を地域全体で「連鎖」させる取組が求められており、その基本的
な考え方などを整理したもの

水産林務部

建設部
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＜政策の柱＞

北海道省エネルギー・新エネルギー促
進行動計画（第Ⅱ期）

北海道環境産業振興戦略

＜政策の柱＞

北海道協働推進基本指針

北海道青少年健全育成基本計画

北海道職業能力開発計画（第９次）

産業社会の変化や新しい時代に対応できる人づくりの推進

４　未来を支える創造的な人づくりと知のネットワーク

環境と調和したエネルギー対策の推進

経済部

H23～32
（10年）

　北海道省エネルギー・新エネルギー促進条例に基づき、省エネルギーの
促進や新エネルギーの開発・導入の促進に関する施策を総合的、計画的に
推進するため定めた計画

H23～27
（５年）

　北海道の環境産業を、経済活性化に向けた推進エンジンの一つとして育
成・振興を図るため、産業界、研究機関、地域などが、方向性を共有し、連
携した取組を進めていけるよう、道として戦略を策定

環境生活部

H20～29
（概ね10年）

H23～27
（５年）

　道政運営の基本理念の一つである「市民と行政との協働による地域社会
づくり」を進めていくための具体的な手立てを示す指針

　北海道青少年健全育成条例第９条に定める青少年の健全な育成に関す
る基本的な計画として位置付け、青少年の健全な育成に関する施策の目標
及び基本的事項について定めた計画

　国の第９次職業能力開発基本計画を踏まえ、今後取り組む職業能力開発
の基本的施策の方向性を示し、働く者一人ひとりの職業生活の安定と社会
的な評価の向上を目指す計画

経済部

－

北海道教育推進計画（再掲）

＜政策の柱＞

北海道科学技術振興戦略
※H24年度中

北海道IT推進プランⅡ

H20～29
（概ね10年）

的な評価の向上を目指す計画

　教育の基本的な理念や目標を実現するための個別・具体的な教育施策や
取組を体系的に整理し、２０年度以降における北海道がめざす教育の全体
像を示す計画

教育庁

総合政策部

H25～29
（５年）

H23～25
（３年）

　「北海道科学技術振興条例」に基づく基本計画として、科学技術の振興を
通じてめざす北海道の姿（基本目標）を明らかにし、その実現に向けて科学
技術の振興に関する基本的方策を定めるもの

　ＩＴを利活用して北海道を活性化するため、「環境」「観光」「食」「生活」の４
つのIT利活用ビジョンを北海道全体で共有し、目指すべき方向性と道が取り
組む施策を示すもの

暮らしや産業の質を高める「知のネットワーク」の構築

－79－



＜政策の柱＞

ほっかいどう社会資本整備の重点化方
針

北海道交通ネットワーク総合ビジョン

道内空港活性化ビジョン

公共土木施設の維持管理基本方針

北海道橋梁長寿命化修繕計画

北海道樋門長寿命化計画
※H24年度中

－
　北海道が管理する樋門を、効果的かつ効率的に維持管理し、樋門の長寿
命化並びに修繕及び更新費用の縮減や平準化を図るための計画

H24～33
（10年）

　北海道が管理する橋梁を、合理的かつ効率的に維持管理し、橋梁の長寿
命化並びに修繕及び架け換えに係る費用の縮減や平準化を図るための計
画

H20～29
（概ね10年）

H20～29
（概ね10年）

H20～29
（概ね10年）

H21～

　今後おおむね10年を見据えた社会資本整備の基本的な考え方を示すとと
もに、優先性の高い施策・事業の明確化を行い、北海道及び地域にとって真
に必要な社会資本整備を着実に進めるための指針（施策・事業優先度編
は、３年～４年ごとに点検・評価を行い見直し）

　新・北海道総合計画の推進を支える、道の交通政策の基本指針

　北海道の航空ネットワーク形成の考え方や、各空港のめざす姿とその実現
に向けた方策

　道路や河川など施設ごとの維持管理作業を体系化し、作業内容別の維持
管理水準を設定するなど、効率的・効果的に行っていくための維持管理に対
する道の基本的な考え方（必要に応じて見直し）

建設部

６　その他

社会資本の戦略的・効果的な整備

社会資本の効果的・効率的な維持管理

５　時代を見据えてつくり、生かす社会資本

総合政策部

＜総合計画を推進する上で必要と考えられる特定分野別計画＞

バックアップ拠点構想

　今後の大災害等におけるリスクを可能な限り低減し、持続可能な社会を構
築していくために不可欠な我が国全体のバックアップ体制のあり方を提起す
るとともに、その中で、本道がバックアップ拠点としての役割を発揮していくた
めの方向性を示すもの

－

６　その他

計画推進

地域づくり

総合政策部

－80－
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※英字で始まる語は、５０音順のあとにまとめて載せています。

ア行

アンテナショップ

企業や自治体などが自社（当該地方）の製品の紹介や消費者の反応を見ることを目的と

して開設する店舗。

北海道は、「北海道どさんこプラザ（東京都）」などを設置。

磯焼け

コンブやワカメなどの海藻類が極端に減少し岩礁が無節石灰藻に覆われて、岩面が白な

いし黄色化する現象。昭和３０年以降から日本海沿岸を中心に見られており、その原因に

ついては、海流の蛇行など海況の変化やウニ等の食害などが言われている。

一般民有林

民有林のうち道有林を除いた森林。市町村や個人、法人などが所有する森林が該当する。

営農支援組織

農作業を支援する組織の総称。主なものとしては酪農ヘルパー・ＴＭＲセンター・コン

トラクターなどがある。

・酪農ヘルパー：酪農家に代わって搾乳や飼料給与などの作業に従事する人。

・ＴＭＲセンター：ＴＭＲ（完全混合飼料）の調製・宅配のほか、草地管理や自給飼料の

共同調製・貯蔵などを行う組織もある。いわゆる「牛の給食センター」とも言われてい

る。

・コントラクター：農作業機械と労働力を有して、農家から農作業を請け負う組織。農業

者による営農集団や農業協同組合、民間企業などがある。

エコアイランド構想

離島におけるエコ体験観光の推進や再生可能エネルギーによる島内電力の地産地消など

の実現を目指し羽幌町が取り組んでいる構想。

具体的には、平成２４年度より羽幌町と関係企業等が連携して小型風力発電設備や電気

自動車等を活用した各種社会実証実験等に取り組んでいる。

６ 用語解説
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遠隔診療

医師と患者が距離を隔てたところでインターネットなどの通信技術を介して行う診療。

具体例として、留萌振興局管内では旭川医大とるもい健康の駅を結んで、眼科の眼底診断

が行われている。今後、医師法の緩和、機器システムの導入経費、診療報酬の算定などク

リアーしなければならないハードルがあるが、離島部等への本格的導入が期待される。

オーバーユース

「使いすぎ」の意。ここでは、自然環境の許容範囲を超えて人が入り込み、植生の踏み

つけ、生息や繁殖の脅かしなどが起きること。

オガ粉

木を破砕して粉々になったもの。のこくず。主に家畜（牛など）の敷料に使われる。

おためし暮らし

中頓別町が実施している事業の名称。田舎暮らしや移住を考えている方に、家具などを

備えた住宅を用意し、短期間、地域での生活を試してもらうもの（「ちょっと暮らし」と

同内容）。

カ行

海獣被害防止対策連絡会議

トド･アザラシ等海獣被害の実態や防止対策などを地域全体で共有し、市町村・漁協等

の関係機関が共通の認識で被害防止に対応するため、被害のある沿海振興局に設置した会

議。

各種オーナー制度

一般的には、野菜、果物、海産物、ワインなどのオーナー（権利所有者）になり、収穫

物の分配を受ける仕組みのこと。タコ箱漁オーナー制度では、参加者がタコ箱のオーナー

となり、タコがオーナーの箱に入るか入らないかはタコ次第（運まかせ）、という点が人

気を集めた。

家畜敷料

畜舎の床に敷く稲わら等の資材のことをいう。使用の目的としては、家畜の体が傷つい

たり冷えてしまうことを防ぐこと、ふん尿を吸着することで家畜の体や床を乾いた状態に

し清潔に保つこと、などがある。
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かみかわ「食べものがたり」

上川地域の生産農家や食品開発者たちの「食材・商品」にまつわる様々な努力や試行錯

誤など、作り手にしかわからない逸話＝ストーリーを”かみかわ「食べものがたり」”と

して発掘し、ホームページやプロモーション等による情報発信を行うことで、上川の「食

のブランド化」を図るもの。

かみかわ・ペポカボチャ・プロジェクト

種子を食べるかぼちゃの品種である「ペポカボチャ」を上川地域（和寒町）で産地化し、

地域の特産品に育て上げようと、事務局である上川総合振興局が中心となり管内の試験研

究機関や民間企業、農業関係機関など、支援機関の協力のもと結成したプロジェクト。

「環境未来都市」構想

平成２２年６月１８日に閣議決定された「新成長戦略」における国家戦略プロジェクト

の一つ。国が限られた数の特定の都市・地域を環境未来都市として選定し、そこで、環境

や超高齢化等の点で優れた成功事例を創出するとともに、それを国内外に普及展開するこ

とで、需要拡大、雇用創出、持続可能な経済社会への変革等を目指す構想。

間伐材

水資源の涵養や土砂流出・崩壊の防止など森林の有する様々な公益的機能を高度に発揮

し、健全で活力のある森林を育成するため、森林の密度を適度に調整して適当な間隔で伐

採する間伐により生産された木材であり、森林を適正に管理していく途中で必ず発生する

もの。

寒冷地土木建築

積雪寒冷地特有の厳しい条件下における様々な課題を克服するための土木技術。

極東

東アジア諸国およびその周辺地域の総称で、一般には日本、中国、朝鮮、モンゴル、東

シベリアなどを指す。

グリーンツーリズム

ファームイン、農村体験など、農村地域に滞在し、農山村の自然・文化・人々との交流

などを楽しむ滞在型の余暇活動。

クリーン農業

たい肥等の有機物の施用などによる土づくりに努め、化学肥料や化学合成農薬の使用を

必要最小限にとどめるなど、農業の自然循環機能を維持増進させ、環境との調和に配慮し

た、安全・安心、品質の高い農産物の生産を進める農業。
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健康産業

一般的には、健康関連商品や健康関連サービスなどに関する産業。留萌振興局では、留

萌管内の経済活性化や住民の健康づくりの推進を目的として、豊かな地域資源を生かし、

様々な主体が行う、健康に関連する価値を提供する取組の総称を指す。

健康寿命

健康上の問題で日常生活が制限されることなく生活できる期間。

健康の駅構想

留萌コホートピア構想を展開・推進する拠点として、るもい健康の駅の整備・事業展開

の促進を図る構想。

高規格幹線道路

自動車の高速交通の確保を図るため必要な道路で、全国的な自動車交通網を構成する自

動車専用道路であり、高速自動車国道及び一般国道の自動車専用道路（本州四国連絡道路

を含む）のうち、昭和６２年に建設大臣が指定した道路をいう。全国１４，０００ｋｍの

うち、北海道は１，８２５ｋｍ。

高次加工

一次加工食品、二次加工食品、三次加工食品などに区分される加工食品を、在来のもの

とは異なる形にする処理・加工などを行うことにより高い区分の加工食品とすること。

高次脳機能障がい者

高次脳機能障がいのある人のこと。高次脳機能障がいとは、病気や事故などの様々な原

因で脳が損傷されたために、日常生活に制約を生じ、その主な症状は、記憶・注意・遂行

機能・社会的行動等の認知障害である。目で見える障がいではなく、本人も自覚すること

が難しいため、「見えない障がい」と言われている。

高齢者比率

６５歳以上人口（高齢者人口）の総人口に占める割合を示す。

個体数調整

個体数が増加している野生鳥獣について、生息密度が環境収容力に見合った適正な水準

になるよう調整すること。

コホート

コホートとは、特定の人口集団のこと。ローマ帝国の歩兵大隊をさすラテン語【cohors】
４００～８００名の歩兵、複数形【cohortes】に由来する。
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コミュニティ

町内会のような地縁型の共同体や、地域での共同の活動、暮らしを支える結びつき。

小麦サイロ

小麦をバラ原料のまま貯蔵しておくための円筒状（タンク状）の保管施設。通常、タワ

ーサイロ方式で、１本で５００ｔ～１，５００ｔの貯蔵ができる。小麦生産地の乾燥調製

貯蔵施設や港での原料保管出荷用、製粉工場での原料保管用などがある。

サ行

栽培漁業

水産資源の維持・増大と漁業生産の向上を図るため、有用水産動物について種苗生産、

放流、育成管理等の人為的手段を施して資源を積極的に培養しつつ、漁獲する漁業のあり

方。北海道においては、漁場の造成・改良、養殖業を含め位置づけ。

サイレージ

牧草や飼料用とうもろこし等の原料を一定水分量でサイロなどに詰め、原料の糖分と乳

酸菌によって嫌気的条件下で乳酸発酵した貯蔵飼料。

サハリンプロジェクト

「サハリン大陸棚石油・天然ガス開発プロジェクト」の通称。開発区域により９つのプ

ロジェクトがある。

産学官連携

企業（産）が、技術シーズや高度な専門知識を持つ大学等（学）や公設試験研究機関等

（官）と連携して、新製品開発や新事業創出を図ること。

産業クラスター

特定の分野において、相互に関連のある企業や学術研究機関が、取引・情報・資金・人

材等の面でぶどうの房（クラスター）のように結びついている状態。

産業支援機関

創業支援、事業資金・設備投資資金の貸付、ビジネスマッチング、販路開拓、経営革新、

新事業展開など企業の経営支援等を行う機関。
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シーニックバイウェイ

みちをきっかけに地域住民と行政が連携し、美しい景観づくり、活力ある地域づくり、

魅力ある観光空間づくりをめざす政策。北海道においては平成１７年度から全国に先駆け

て本格的に展開。

自主防災組織

地域住民が自分たちの地域は自分で守るという自覚、連帯感に基づき自主的に結成する

組織。

次世代エネルギーパーク

新エネルギーをはじめとした次世代のエネルギーについて、実際に国民が見て触れる機

会を増やすことを通じて、地球環境と調和した将来のエネルギーの在り方について、国民

の理解の増進を図るために、太陽光等の次世代エネルギー設備や体験施設等を整備した地

域拠点。資源エネルギー庁が推進。

重要港湾

国際戦略港湾及び国際拠点港湾以外の港湾であって、海上輸送網又は国内海上輸送網の

拠点となる港湾その他の国の利害に重大な関係を有する港湾として政令で定められたも

の。

種苗放流

水域での対象資源を増大させることを目的に、人工的に生産した、あるいは他の水域で

漁獲した幼稚仔魚などの種苗を天然水域に放流すること。

常時観測火山

火山噴火予知連絡会が、中長期的な噴火の可能性及び社会的影響を踏まえ、火山防災の

ために監視・観測体制の充実等の必要がある火山として選定した４７の火山のこと。気象

庁では、噴火の前兆を捉えて噴火警報等を適確に発表するために、各種観測施設を整備し、

関係機関の協力も得て、火山活動を２４時間体制で常時観測・監視している。

食育

様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、豊かで健全な

食生活を実践することができる人間を育てること。

食クラスター

食の分野において、食に関わる幅広い産業（産）と大学や試験研究機関、関係行政機関、

金融機関などの関係機関（学官金）がオール北海道で、今まで以上に緊密に連携・協働で

きる体制を整備し、北海道ならではの食の総合産業を構築しようとする取組のこと。
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食のサポーター

首都圏等で活躍する北海道出身、または北海道と密接な関係にある流通・出版・料理業

界関係者に知事が委嘱を行い、道産品に関する情報発信や商品開発・販路拡大に関する事

業者への指導などに協力をいただくことにより、北海道ブランドの創出を図ろうとする北

海道独自の制度。

食療

食を利用した疾病の予防、健康増進を図ることなどを意味する留萌振興局発案の造語。

新エネルギー

技術的に実用段階に達しつつあるが、経済性から普及が十分ではないエネルギー。太陽

光、風力、バイオマスを利用して得られるエネルギーなど。

人工林

人手による植栽などを行い成立した森林。

親水機能

水辺空間が持つ水に親しむ機能のこと。

森林環境教育

森林内での様々な活動体験等を通じて、人々の生活や環境と森林との関係について理解

と関心を深める教育プログラム。幅広い国民の参加による森林づくりの促進や人と森林と

が共生する循環型社会の形成のほか、子どもたちが自ら学び考えることにって「生きる力」

を育むことをめざすもの。

森林整備

造林、下刈り、間伐などの作業や森林に被害を与える森林病害虫等の防除、森林の手入

れのために必要な路網の整備などの森林への直接的な手入れ。

森林認証

独立した第三者機関が一定の基準等を基に、適切な森林経営や持続可能な森林経営が行

われている森林又は経営組織などを認証（森林認証）し、それらの森林から生産された木

材・木材製品ラベルを貼り付けることにより、消費者の選択的な購買を通じて、持続可能

な森林経営を支援（木材認証）する取組。現行の制度としては、世界レベルの認証制度で

あるＦＳＣ（森林管理協議会）やＰＥＦＣ（森林認証プログラム）、我が国独自の認証制

度であるＳＧＥＣ（「緑の循環」認証会議）などがある。
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森林療法

森林の地形や自然を利用した医療、リハビリテーション、カウンセリングなど、森林環

境を総合的に使いながら健康を増進していく取組や、森林レクリエーションを通じた健康

回復・維持・増進活動。

世界自然遺産

１９７２年のユネスコ総会で採択された「世界の文化遺産及び自然遺産の保護に関する

条約」（世界遺産条約）に基づき、世界遺産リストに登録された遺跡や景観そして自然な

ど、人類が共有すべき普遍的な価値を持つものを世界遺産という。世界遺産への登録の種

類は、「自然遺産」、「文化遺産」、自然遺産･文化遺産の価値を併せ持つ「複合遺産」に分

類される。

自然遺産とは、観賞上、学術上または保存上顕著な普遍的価値を有する特徴のある自然

の地域、脅威にさらされている動植物の種の生息地や自生地、自然の風景地等をいう。

雪氷冷熱

冬季に蓄えた雪や氷を、夏場の冷房や低温貯蔵施設などに活用することで低温、高湿度

の室内環境を安定的かつ安価に作り出せる可能性のあるエネルギー資源。

造林

人為的な方法で、目的に合わせて樹木を植えること（植樹）。また、より広い意味では、

植栽、保育、間伐などの総称。

粗飼料

乾草やサイレージなどの繊維質の多い飼料。

タ行

大雪カムイミンタラ

アイヌの人々が親しみと畏敬の念を込めて「カムイミンタラ（神々の遊ぶ庭）」と呼ん

でいた大雪山のこと。

第二次医療圏

第一次医療圏（市町村行政区域）のサービスの提供機能を広域的に支援するとともに、

比較的高度で専門性の高いサービスを提供し、おおむね、入院医療サービスの完結をめざ

す地域単位で、２１圏域設定している。
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地域学

地域の自然、人、事象などを学ぶことによって、個々人が郷土感を確立し、ひいては地

域活性化や地域づくりへの動機づけを図っていこうとするもの。

地域建設業サポートセンター

建設業者からの本業強化や企業連携、新分野進出等に関する相談や各種支援制度などの

情報提供を行うため、総合振興局などに設置されている窓口。

地域災害拠点病院

災害時に多発する重篤救急患者の救命医療を行うための高度な診療機能や広域搬送への

対応機能や医療救護班の派遣機能などを有し、災害時に必要な医療支援を行うための拠点

施設（災害拠点病院）のうち、第二次医療圏ごとに整備される病院のこと。

地域センター病院

プライマリ・ケアを支援する第二次医療機関であり、かつ、第二次医療圏の中核医療機

関として、地域に必要な診療体制を確保し、比較的専門性の高い医療を担うとともに、地

域の医療機関への医師などの派遣、技術援助、地域の医師などを対象とした研修会の実施、

無医地区などの巡回診療を行う病院。

地域団体商標制度

地域の名称及び商品の名称などからなる商標について、一定の範囲で周知となった場合

は、事業協同組合などの団体が地域団体として登録することを認める制度。平成１８年４

月から制度施行。

地域独自認証制度

地域で基準を設け、その基準をクリアしたものに対し、地域でその価値を認め保護して

いく仕組み。

地域包括ケアシステム

要介護状態となっても住み慣れた地域での生活が続けられるよう、在宅サービスや地域

密着型サービスなどの介護サービス、訪問看護、訪問リハビリテーションなどの医療サー

ビス、配食、見守りなどの生活支援サービスなどが、日常生活圏域内で提供される仕組み。

地材地消

地域で生産された木材・木製品を地域で有効活用すること。輸送距離の短縮に伴う二酸

化炭素排出量の低減や、地域産業の活性化など、環境面と経済面でのメリットがある。

地産地消

地域で生産されたものを地域で消費すること。
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地熱発電

日本は火山列島と呼ばれるほど、火山の多い国であり、地下深部にはマグマが存在し、

膨大なエネルギーが眠っていることから、このエネルギーの一部を蒸気という形で取り出

し発電として利用するもの。

地方センター病院

第三次医療圏の高度・専門医療機関として、特殊な疾病や高度専門医療に対応できる医

療機能を備え、臨床に密着した研修・研究が可能な施設及びスタッフを有し、地域の医療

機関への専門医師などの派遣や技術援助を行う病院。

中小水力発電

出力３０，０００ｋＷ以下の規模の水力発電。

鳥獣被害対策実施隊

鳥獣被害防止特措法により、鳥獣の捕獲、防護柵の設置その他被害防止を実施するため

に市町村が設置する組織。

ちょっと暮らし

道内の市町村等が運営主体となり、北海道への移住や二地域居住等を希望している方に

対し、生活に必要な家具や家電を備え付けた住宅等を用意し、その地域での生活を体験し

てもらう取組。

定住

一定の場所に住居を定めて住むこと。

データセンター

自社のサーバを複数の利用者に貸し出す、あるいは顧客のサーバを預かるなどして、イ

ンターネットへの接続回線や、保守・運用サービスなどを提供する施設。

天然林

主として天然の力により生育し成立した森林。

ドクターヘリ

救急医療の専門医等が同乗して救急現場等に向かい、いち早く重篤救急患者に救命医療

を行うことのできる、医療機器等を装備したヘリコプター。

トド・アザラシ等の海獣による漁業被害

トド・アザラシ等が捕食のために刺し網等を破損する漁具被害、網などに掛かった漁獲

物を食べ市場価値を失わせる漁獲物被害、網の修理による一時休業や被害を避けるための

休漁などで、本来得られる予定だった漁獲金額が得られない休業被害などがある。
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ナ行

農業生産工程管理（ＧＡＰ）

農産物の生産において、農産物の安全性や品質の確保、環境負荷低減を目的に、適正な

生産方法を示す手引きを実践する取組のこと。

農業法人

農地等の利用の有無にかかわらず、農業を営む法人の総称。

農作業受託組織（コントラクター）

農作業機械と労働力を有して、農家から農作業を請け負う組織。農業者による営農集団

や農業協同組合、民間企業などがある。

ハ行

バイオマス

再生可能な生物由来の有機性資源で石炭や石油などの化石資源を除いたもの。廃棄物系

バイオマスとしては、廃棄される紙、家畜ふん尿、食品廃棄物、建設発生木材、黒液、下

水汚泥など、また、未利用バイオマスとしては、稲わらなど農作物非食用部や林地残材が

ある。主な活用方法としては、農業分野における飼肥料としての利用などのほか、燃焼し

て発電したり、アルコール発酵、メタン発酵などによる燃料化などのエネルギー利用など

もある。バイオマスに含まれる炭素分は、植物がその成長過程において大気中の二酸化炭

素を固定したものであり、バイオマスを燃焼しても大気中の二酸化炭素を増加させないカ

ーボンニュートラルという特性を有する。

配合飼料

２種類以上の飼料原料を目的の家畜に対して十分な栄養を供給できるように、一定の処

方で混合、調整したもの。

浜のリーダー

地域の漁業振興に中核的役割を担う漁業者や現に優れた経営等を行い漁村青少年の育成

に指導的役割を果たしている漁業者。

東アジア

中国、韓国、台湾、東南アジア諸国連合（ＡＳＥＡＮ）１０カ国（インドネシア、マレ

ーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ブルネイ、ベトナム、ラオス、ミャンマー、

カンボジア）などで構成される地域。
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百年前の森林再生をめざす森林づくり

温帯性の落葉広葉樹林や広葉樹と針葉樹が混ざりあう針広混交林、山岳部の針葉樹林な

ど、豊かで多様なかつての北海道の天然林に近づけていく森林づくり。

フードツーリズム

地域の特徴ある食や食文化を楽しむことを主な旅行動機、旅行目的、目的地での活動と

する旅行、その考え方。

フットパス

遊歩道。自然の中などを散策できるように整備された歩道のこと。イギリスで発祥した

「歩くことを楽しむための道」のこと。

ブロードバンド

高度な通信回線（光ファイバー、ケーブルなど）の普及によって実現されるコンピュー

ターネットワーク。又は大容量のデータを活用したサービス。

プロモーション

販売促進のための宣伝。観光における誘客促進活動。観光客誘致を目的に、旅行代理店

訪問、マスコミ出演、街頭ＰＲ、イベント出店などの方法による宣伝誘致、販売ＰＲ促進

活動のこと。

ヘルスツーリズム

病気やけがの治療・療養のほか、美容・痩身、ストレス解消、体力増強など健康増進を

目的とした旅行全般。地域では、温泉や食事を組み合わせた健康プログラムを提供するな

ど様々な取組を進めている。

ペレットストーブ

木質ペレットを燃料とするストーブのことで、間伐材の利用促進や非化石燃料を用いる

ため地球温暖化対策に貢献することなど、環境問題の点から注目されている。

保安林

水源の涵養、土砂の流出その他災害の防備、レクリエーションの場の提供など特定の公

共目的を達成するため、森林法に基づき一定の制限（立木竹の伐採、土地の形質の変更な

どの制限、植栽の義務）が課せられている特定の森林。

ポータルサイト

分野別に情報を整理しリンク先が表示されているウェブサイト。

北洋材

ロシア極東地域から出材され、日本に輸入される木材の総称。
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ホスピタリティ

観光客が安心して快適に観光できるように、地域の人々がおもてなしの心で接し、観光

客をあたたかく迎えること。

北海道遺産

ＮＰＯ法人北海道遺産協議会により北海道の宝物として選定された有形・無形の財産

で、総計５２件。

北海道バックアップ拠点構想

今後の大災害等におけるリスクを可能な限り低減し、持続可能な社会を構築していくた

めに不可欠な我が国全体のバックアップ体制のあり方を提起するとともに、その中で、本

道がバックアップ拠点としての役割を果たしていくための方向性を示すものとして、北海

道が平成２４年３月に策定。

マ行

マーケティングサポート

催事を通じて消費者の反応を直接感じていただくため、道産品アンテナショップ（北海

道どさんこプラザ）が催事の場を提供する制度。

無立木地

樹木の育成していない林地。過去に伐採され、そのまま放置されている林地や気象条件

などにより樹木の生育に適さない林地。

メタボリック（症候群）

内臓の周囲に脂肪がたまり、高血糖・高血圧・高脂血・高コレステロールの症状を複数

併せ持つ状態。放置すると、糖尿病・動脈硬化・心筋梗塞などを起こす。ウエストサイズ

による判断基準もあるが、標準とする数値は世界各地でばらばらで、科学的根拠は薄いと

もいわれる。メタボリックシンドローム。内臓脂肪症候群。

モータリゼーション

自動車が生活必需品として普及する現象。自動車の大衆化。

木育

「木とふれあい・木に学び・木と生きる」取組を通じて、人と、木や森との関わりを主

体的に考えられる豊かな心を育むこと。
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木質バイオマス

バイオマスのうち、木材に由来するものをいう。樹木の伐採や造材のときに発生する枝

･葉や未利用間伐材などの林地未利用材、製材工場などから発生する樹皮やのこ屑のほか、

街路樹の剪定枝や住宅の解体材などがある。

藻場

海藻が多く繁っている場所。藻場は栄養分（チッソ、リン）などを取り込み水をきれい

にする働きがあり、魚の産卵や育成の場所となっている。

ヤ行

有機農業

化学的に合成された肥料及び農薬を使用しないこと並びに遺伝子組換え技術を利用しな

いことを基本として、農業生産に由来する環境への負荷をできる限り低減した農業生産の

方法を用いて行われる農業のこと。

ユニバーサルデザイン

障がい者、高齢者、健常者の区別なしに、すべての人が使いやすいように製品・建物・

環境などを設計すること。

ラ行

ラムサール条約登録湿地

「特に水鳥の生息地として国際的に重要な湿地に関する条約」（イランのラムサールで

開催された「湿地及び水鳥の保全のための国際会議」において採択されたことから、一般

にラムサール条約と呼ばれている。）に基づき、締約国が特に水鳥の生息地等として国際

的に重要な湿地を指定し、条約事務局に登録された湿地。

ランデブーポイント

ドクターヘリが出動救急隊等と合流する場所。

良食味米

外観、香り、味、粘り、硬さなどの項目において優れていると評価された米をいう。
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留萌コホートピア構想

留萌市を中心とする留萌振興局管内自治体の市民の協力を得て、集団を長期にわたり観

察・介入研究する日本最大のコホート医学研究フィールドを樹立、そこに大学や企業の研

究を誘致、地域を活性化し、市民に健康と安心をもたらすことを目指すもの。

るもい食の駅

食と観光の総合情報受発信などを主な機能として有する、住民が主体となり留萌ならで

はのライフスタイル（生活の様式・営み方、また、人生観・価値観・習慣なども含めた個

人の生き方。）を確立し発信していくための拠点。

６次産業化

一次産業×二次産業×三次産業のことで、それぞれの産業が一体となって、総合産業（６

次産業）として発展することをめざし、その際、どれかが欠けると０になってしまうため、

いずれも欠かせないという、産業間連携の在り方を示すもの。

ワ行

稚内層珪藻頁岩（わっかないそうけいそうけつがん）

稚内地方で採掘される、単細胞プランクトンが堆積して出来た珪藻土が、地圧と熱によ

る地質的変成を受け岩石化したページ状岩石（正式には、稚内層珪質頁岩あるいは硬質頁

岩）。一般的な珪藻土に比べ、湿気の調整機能が高い特性を持つ。

英字（アルファベット順）

ＢＤＦ【Bio-Diesel Fuel】

バイオディーゼル燃料のこと。一般的に、植物性油や動物性油をメタノールと反応させ

メチルエステル化したもの。軽油と同様の燃料で、ディーゼルエンジンを有する車両、船

舶、農耕機具、発電機などに使用されている。

ＣＩＱ体制【Customus,Immigration and Quarantine】

国境を越える際の交通・物流において必要な手続で、税関【Customs】、出入国管理
【Immigration】、検疫【Quarantine】を包括した略称。あるいはそれらを実施する機関又は
施設。
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Ｉターン

生まれ育った故郷以外の地域に就職することを言う。主に都心で育った人が地方の企業

に就職する場合に使うことが多い。

ＩＣＴ【Information and Communication Technology】

情報・通信に関連する技術一般の総称。我が国では、インターネットや携帯電話等の情

報通信技術をあらわす言葉として「ＩＴ」の語が広く普及しているが、国際的には「ＩＣ

Ｔ」の語が広く定着している。

ＮＰＯ【Non-Profit Organization】

非営利組織のこと。政府・自治体や企業とは別に社会的、公益的な活動を行う非営利の

組織（団体）。

ＳＮＳ【Social Networking Service】

インターネット上で社会的ネットワークを構築するサービス。

ＴＡＣ【Total Allowable Catch】

漁獲可能量のこと。漁獲量が多く経済的価値が高い魚種や資源状態が極めて悪く緊急に

保存管理を行うべき魚種等について、あらかじめ漁獲量の上限をＴＡＣとして定め、その

範囲内に漁獲を収めるように漁業を管理する制度。ＴＡＣ魚種は、スケトウダラ、サンマ、

ズワイガニ、マアジ、マイワシ、マサバ及びゴマサバ、スルメイカ。

ＹＥＳ！ｃｌｅａｎ（表示制度）（北のクリーン農産物表示制度）

農産物ごとに定められた化学肥料や化学合成農薬の使用基準や他の農産物と分別して収

穫・保管・出荷するなど、一定の基準をクリアした生産集団が生産・出荷する農産物に

「ＹＥＳ！ｃｌｅａｎマーク」を表示し、併せて、化学肥料の使用量や化学合成農薬の使

用回数などの栽培情報を知らせる道独自の農産物表示制度で、「北のクリーン農産物表示

要領」に基づくもの。
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